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②　男女別・産業別就職者の比率
◦就職者総数（約35.7万人）を産業別でみると、卸売業，小売業が17.0％で最も高く、次いで医
療，福祉が13.7％、製造業が13.1％、教育，学習支援業が8.5％等の順である
◦男女別にみると、男子は卸売業，小売業が17.8％、製造業が16.9％、公務（他に分類されるも
のを除く）が8.0％等の順であり、女子は医療，福祉が20.9％、卸売業，小売業16.2％、教育，
学習支援業が11.3％等の順である

【平成24年度の男女別・産業別就職者の比率】

（資料出所：文部科学省「平成24年度学校基本調査（確定値）」2012年）

③　職業別就職者の比率の比較（平成14年３月卒と平成24年３月卒）
◦2002（平成14）年３月卒生と2012（平成24）年３月卒生の職業別就職者の比率をみると、事務
従事者と販売従事者の比率が低下しているのに対し、専門的・技術的職業従事者とその他の比
率が上昇している

【職業別就職者の比率の比較（平成14年３月卒と平成24年３月卒）】

（資料出所：文部科学省「平成24年度学校基本調査（確定値）」2012年）
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● ２　就職状況が厳しい理由分析

（1）構造的要因

①　学部卒業者の就職を巡る最近10年間の状況
◦平成24（2012）年度の学部卒業者のうち、安定的な雇用に就いていない者の卒業者に占める割
合は22.9％である。この数値は、「ロスジェネ世代」「就職超氷河期」といわれた平成14年度卒
（25.9％）、平成15年度卒（27.1％）、平成16年度卒（24.6％）程ではないにしても、厳しい状態
である

【大学学部卒業者の進路の推移】

（資料出所：文部科学省「平成24年度学校基本調査（確定値）」2012年）
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②　学部卒業者の卒業者数、就職者数・就職率等の推移
◦就職率の経年変化でみると、1962（昭和37）年から1976（昭和51）年、1991（平成３）年から
2004（平成16）年、2008（平成20）年の「リーマンショック」以降、低下している。前二つの
時期は、卒業者数も増加していることから、学生数が増えると就職率が低下するという相関関
係があると推測される

【学部卒業者の卒業者数、就職者数・就職率等の推移】

（資料出所：文部科学省「平成23年度学校基本調査（確定値）」2012年）

③　時系列（1987年３月卒以降）でみた企業の求人数・就職希望者数の推移
◦大卒者に対する求人倍率は、1987（昭和62）年以降、最低数値を示した2000（平成12）年３月
卒生でも0.99倍を示しており、学生１人当たり概ね１社以上の求人があるといえる。このこと
からも、大卒者の就職が厳しい背景の一つには、学生の求職ニーズと企業の求人ニーズとの間
に、ミスマッチが生じていることが予測される

【求人総数及び民間企業就職希望者数・求人倍率の推移】

（資料出所：リクルートワークス研究所「第29回ワークス大卒求人倍率調査」2013年３月卒）
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（2）学生のニーズと企業の求人ニーズのミスマッチ

①　規模間のミスマッチ
◦従業員規模１千人以上の「大企業」では、求人倍率が1.00倍を超えたことがないのに対し、
１千人未満の企業では、「就職超氷河期」と言われた時期を含めて、常に1.00倍を超えている

【従業員規模別求人倍率の推移】

（資料出所：リクルートワークス研究所「第29回ワークス大卒求人倍率調査」2013年３月卒）

②　業種間のミスマッチ
◦2013（平成25）年３月卒の学生に対する業種別の求人倍率では、流通業の3.73倍から、金融業
の0.19倍まで、約20倍の違いがある

【業種別求人倍率の推移】
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（資料出所：リクルートワークス研究所「第29回ワークス大卒求人倍率調査」2013年３月卒）

（3）学生の就職活動の方法

◦就職活動に際して、インターネットの就職情報サイトや企業ホームページ閲覧を通じて企業の
求人情報や企業情報を入手する方法を取る学生の比率が高い
◦大卒の新規学卒者の採用を実施している企業は、約7万社とされているところ（経済産業省
「人材ニーズ調査」等を参照）、新規学卒者の就職情報サイトの最大手でも、約10700社（2013
年３月卒業生に対する2013年２月20日現在の数値）である
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【学生の就職活動の方法】

（資料出所：日本生産性本部「平成24年度新入社員の『働くことの意識』調査結果」2012年６月）

　大学生における就職活動は現在も特性因子理論に基づく展開が行われており、様々なアセスメント
ツールを用いながら、学生のもつ「特性」を理解・認識させ、自身にマッチする職業「因子」は何
か、という企業研究を実施する流れで実践されています。しかし、このマッチングに関して、適切な
選択がなされているかは聊か疑問の残るところです。なぜなら多くの学生が実際にエントリーする企
業は「大手企業」であったり、「人気企業」に偏り、それぞれの学生が選択した企業が本当に自身の
特性とマッチしているかは疑わしいと感じざるを得ません。また、入社３年後の大卒者離職率が3割
あることを考えても、このミスマッチがその要因の一つに挙げられるのではないかと推察する次第で
す（勿論、離職の要因については、企業、個人それぞれに大きな要因があることは認識しております
が）。
　大学生の就職活動において、キャリア・コンサルタントは無くてはならない存在です。自己理解を
促すための各ツールを活用し、学生の特性を認識させるとともに、モラトリアムに位置する学生にカ
ウンセリングスキルを用いての不安解消等、その存在価値は非常に高いものです。だからこそ、上で
記載したとおり、企業の様々な仕事「因子」を広く深く理解し、本当のマッチングを目指したコンサ
ルティングを今後大いに期待したいと思います。
　クライアント（学生）の幸せなキャリアの実現のためにも、就職率を向上させると同様に、入社３
年後の離職率を低下させることの一翼をキャリア・コンサルタントは担っているとも考えます。大学
生支援のキャリア・コンサルタントは、学生以上に企業を研究し、様々な「因子」の知識を収集する
とともに、企業の採用担当者とコミュニケーションを積極的にとって常に新鮮な情報を収集すること
を強く望みます。そしてそれらの有益な情報を学生に提供し、彼らのキャリアデザインの大きな支援
者になることを期待しております。

日本ハム株式会社（２級キャリア・コンサルティング技能士）　鈴木　太
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● ３　若者の雇用・労働状況の理解とキャリア・センター等の役割

（1）不安定就労の実態

①　2010年３月学部卒業者のうち、「不安定就労」者のその後の動向
◦一時的な仕事に就いた者のうち、正社員に登用される見込みのある「一時的な仕事」に就いた
者は、20.8％にとどまる
◦左記以外の者（未就職卒業者、すなわち進学も就職もしていない者）のうち、公務員や教員、
資格試験の受験、留学や大学院等への進学の準備等、大学が今後の進路希望を把握している者
は、27.8％にとどまる

【2010年３月学部卒業者のうち、「不安定就労」者のその後の動向】

（資料出所：労働政策研究・研修機構「大学における未就職卒業者支援に関する調査」2010年８月）

②　大学の属性と未就職者の関係
（本項の資料において、10％未満、10～30％未満、30％以上という数値は、「未就職卒業者の卒業
者に占める割合」のことをいう）
１）設置者・創立年度
◦未就職卒業者比率が30％以上の大学は、創立年度が比較的新しい私立大学に多くみられる

【設置者・創立年度別の未就職者割合】

（資料出所：労働政策研究・研修機構「大学における未就職卒業者支援に関する調査」2010年８月）


